





























法案」は，平成元（1989）年 3 月28日に閣議決定され，同年 3 月30日国会
に提出された。しかし，政治改革論議等による政党間の対立から審議は進
















































































































確保のための適切な事業計画（法案第 6 条 1 項），⒝その他事業遂行に適
切な計画（法案第 6 条 2 項），⒞適確な事業遂行能力（法案第 6 条 3 項）
を掲げ（ 7 ），この「基準に適合していると認めるときでなければ，同条（第

























































































































































































































流経法学　第12巻 第 2 号
イ） 貨物自動車運送適正化事業実施機関
法案は新たに貨物自動車運送適正化事業実施機関を設けて，「民間団体





























































































































































運送事業は「特定貨物自動車運送事業以外のものをいう」（第 2 条第 2 項）
とされ，また特定貨物自動車運送事業とは「特定の者の需要に応じ」て貨






































































































































































































































































































































































































































事　項 旧　　法（道運法他） 新　　法（貨運法） 意　　義























































































































































（届出）自 動 車 道 事 業 （免許）








通 鉄 道 運 送 取 扱 業（免許） 廃　　　止
鉄 道 集 配 業（免許）
貨 車 積 卸 業（免許）








航 空 運 送 事 業（免許）














航 空 運 送 代 理 店 業（届出）










船 舶 貸 渡 業（届出）
海 上 運 送 取 扱 業（届出）
海 運 仲 立 業 （届出）







内 内 航 運 送 業（許可）
内 航 運 送 取 扱 業（許可）



















昭和63年 1 月 「公的規制の在り方に関する小委員会」を設置
し，流通，情報・通信，金融等とともに物流に
ついても規制の在り方検討










物流二法案の国会提出 平成元年 3 月 第114回国会「貨物自動車運送事業法案」及び
「貨物運送取扱事業法案」（以下「物流関係二法
案」という）を提出
　　　　 6 月 第114回国会　物流関係二法案は継続審議





物流関係二法の施行 平成 2 年12月 1 日
（資料）運輸省貨物流通局陸上貨物課監修『貨物自動車運送事業法の運用』









































































































































（ 7 ） なお，特別積合せ貨物運送の申請については，特に必要となる事項について追加
的な基準が定められた（法案第 6 条 4 項）。

































（23）　同上（平成元年12月 5 日　参議院運輸委員会議事録 4 頁参照）。

































認可申請等の処理について」（平成 2 年 8 月23日　貨陸第83号）参照。 
（43）　運輸省貨物流通局陸上貨物課監修『逐条問答　貨物自動車運送事業法の運用』








流経法学　第12巻 第 2 号
（50）　具体的な発動基準については，「一般貨物自動車運送事業等の運賃・料金の届出
及び変更命令の処理方針について」（平成 2 年11月19日　貨陸第109号）参照。 
（51）　前掲『逐条問答　貨物自動車運送事業法の運用』275頁。















4 ～ 5 頁。
（62）　『鉄道と自動車による協同一貫輸送の推進について―コンテナ輸送を中心として
―』（昭和49年 8 月）。なお，当時の運輸省の物流政策については，中田信哉著『物
流政策と物流拠点』（白桃書房 平成10年11月）第 1 章に詳しい。
（63）　運輸省運輸政策局複合貨物流通課監修『逐条解説　貨物運送取扱事業法』（第一
法規　平成 4 年 3 月）12頁。 
（64）　「実運送」とは，他に委託しないで自ら使用，運航する運送機関により行う貨物
の運送をいうが，本法においては船舶運航事業者，航空運送事業者，鉄道運送事業
者，貨物自動車運送事業者を指すとされる（第 2 条第 1 項）。従って，例えばロー
プウエー，軽自動車あるいは港湾運送による運送は実運送ではなく，これらの運送
を利用して運送し，又はこれらの運送に取次ぐ事業は，本法にいう貨物運送取扱事
業ではないとされる。同上書，14～15頁参照。 
（65）　同上書，11頁。 
（66）　同上書，17頁。 
（67）　同上書，82頁。 
（68）　同上書，117頁。 
